
















































































































































































































































































































































































































































































































































































～昭和50年 昭和50～53年＊ 昭和54～58年＊＊ 昭和59～63年 平成元～4年 ’1滅5～10年＊＊＊
総務部青少年婦 道民運動推進本 生活福祉部女性













































企画財政部婦人 県民部婦人問題 県民部婦人政策 生活環境部女性




















民生部青少年福 民生部婦人青少 民生部女性児童 環境生活部女性
新潟県 祉課（53．4） 年課（60．4） 課女性政策推進 政策課（8．4．1）
室（3．4）
商工労働部労政 生活環境部婦人 企画県民部婦人















































































































































































～昭和50年 昭和50～53年＊ 昭和54～58年＊＊ 昭和59～63年 平成元～4年
・械5～10年＊＊＊
商工労働部労政 生活福祉部家庭 県民福祉部婦人 生活文化部女性










































鹿児島県 少年課 少年婦人課 年女性課女性政
（54．5） 策室
労働商工部労政 生活福祉部青少 総務部知事公室
沖縄県 課（51） 年婦人課（548） 女性政策室
（4．4．1）
市民局青少年婦 市民局青少年婦 市民局青少年女




























































































































































































1年未満 1～2年 2～3年 3～4年 4～10年 10年以上 合　　計
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女




専門職 0 0 2 1 0 3 1 0 0 0 0 0 3 4
一般職 41 33 40 45 20 24 13 12 4 4 0 0 118 118
嘱　託 0 6 2 1 1 0 0 3 0 2 0 2 3 14










年度 平成8（千円） 平成9（千円） 平成10（千円） 単位は千円
北海道 102，082 97，182 110，348 平成10年は女性国際会議開催費のための増額
青　森 26，517 61，500 127，174 平成10年は女性センター調査設計費89，500込
岩　手 71，425 75，243 68，724 洋上セミナー56，938
宮　城 39，413 37，011 47，645 宮城の女性史編纂費増額
秋　田 13，953 20，390 17，488
山　形 79，142 78，107 91，900 女性センター調査費7，491
福　島 128，964 628，279 ＊2，019，726 ＊女性総合センター（仮称）の整備
茨　城 79，426 74，298 64，592
栃　木 414，316 362，835 ＊398，105 栃木女性センター管理運営費＊285，552
群　馬 31，621 25，433 26，374
埼　玉 131，389 92，954 61，670
千　葉 123，525 ＊147，869 ＊＊54，946 ＊女性センター事業費＊120，591＊＊27，038
東　京 1，562，110 1，544，034 1，407，338
東京女性財団助成，ウイメンズプラザ運営費ともに減額112，210
神奈川 397，124 380，720 412，059
女性センター運営費は毎年減額。’98は施設整備費込
新　潟 51，196 40，729 39，925
富　山 ＊2，911，302 265，526 255，431 ＊女性センター整備費2，847β97
石　川 310，117 310，972 310，200 石川女性基金費毎年200，000
福　井 209，893 ＊213，844 ＊193，592 生活学習館運営費＊106，977及び＊＊105，752
山　梨 117，410 ＊114，954 114，454 ＊女性センター運営費の減額
長　野 102，249 108，663 127，322 女性センター運営費の増額等全体的に増
岐　阜 38，600 ＊79，212 75，857 ＊婦人教育推進経費の移管
静　岡 326，577 307，547 304，793 女性センター運営費毎年減額
愛　知 847，900 775，704 771，359 女性センター管理運営委託費585，375
三　重 167，229 171，025 167，703 女性センター運営費は毎年減額112，074（’98）
滋　賀 84，751 97，733 130，488 女性センター関係費90，439
京　都 170，168 176，349 161，526 女性センター委託費減額
大　阪 658，376 634，104 599，786 ドーンセンター運営費の減額
兵　庫 181，935 ＊175，125 ＊＊188，297
県立女性センター及び兵庫女性交流館の運営＊112，752，　　＊＊115，273
奈　良 101，074 ＊85，147 89，855 ＊事業費の削減，女性センター運営費の削減無し




年度 平成8（千円） 平成9（千円） 平成10（千円） 単位は千円
鳥　取 96，592 79，378 73，089 女性センター開設準備費込み
島　根 472，946 571，572 4，685，143 女性センター整備事業4，641，143
岡　山 126，393 108，206 83，756 事業費毎年減額
広　島 69，696 76，400 74，646 女性センター運営費の増額7，000
山　口 ＊227，397 ＊＊256，616 36，844 女性財団基金造成＊212，600及び＊＊221，000
徳　島 33，037 65，925 71，121
香　川 83，201 129，945 264，525 女性センター整備事業107，223
愛　媛 145，578 142，629 133，963 女性センター運営費の増額3，000
高　知 57，649 1，066，954 1，076，546 女性センター整備事業1，065408
福　岡 460，570 239，362 ＊238，710 ＊女性センター運営費の減額，女性行政推進費は増額
佐　賀 342，898 351，562 372，718 女性センター運営費微増9874
長　崎 26，247 24，210 14，786
熊　本 29，158 24，991 22，976
大　分 38，888 41，582 41，112 毎年女性センター建設事業費含む
宮　崎 46，415 46，673 45，017
鹿児島 24，424 40，161 39，145
沖　縄 223，898 187，068 156，805 女性センター委託料減額
札　幌 131，833 152，857 150，080 女性センター運営費の増額4，000（’97），47（’98）
仙　台 355，131 433，696 337，115 女性センター運営費の減額2887
千　葉 165，809 470，431 2，968，521 女性センター建設推進165，545→460，835→2，959，094
横　浜 1，028，494 ＊998，651 ＊＊900，101 女性協会事業費＊フォーラム管理運営費＊＊の減額
川　崎 26，182 49，520 724，384 女性センター整備事業700，891
名古屋 31，209 29，519 30，730
京　都 339，338 335，342 335，275 女性センター運営費微減875
大　阪 1，894，554 948，687 1，049，568 女性センターの管理運営670，711
神　戸 131，931 131，327 150，660 女性センター運営費微減
広　島 56，480 51，430 51，920
福　岡 483，714 ＊470，030 ＊＊476，065 女性センター経費＊400，882，＊421，319





































































































































































































































































































































































































































































































































































女性の自立と参加 女性の地位向上の 男女協働社会の実 男女協働社会の実
































































































































～昭和53年 昭和54～58年 昭和59～63年 平成元～5年 平成6～10年
横浜市
よこはま女性計画
（60．5）
第2次よこはま女
性計画（1．11）
ゆめはま男女共同
参画プラン（7．1）
川崎市
男女共同社会をめ
ざす計画（60．5）
かわさき男女平等
推進プラン（612）
名古屋市
名古屋市基本計画
（55．1）
名古屋市新基本計
画（63．8）
男女共同参画プラ
ンなごや（7．3）
京都市
婦人問題解決のた
めの行動計画
（57．10）
第2次京都市女性
行動計画（4．3）
第2次京都市女性
行動計画（改定版）
（9．3）
大阪市
大阪市婦人施策に
関する基本計画
（58．5）
第2次大阪市女性
施策に関する基本
計画（5．3）
大阪市男女共同参
画プラン（10．3）
神戸市
神戸市婦人計画の
指針（57．4）
神戸市女性計画
（63．3）
広島市
市基本計画（5ag） ひろしま21世紀女
性プラン（63．3）
ひろしま21世紀男
女共同参画プラン
（9．3）
福岡市
福岡市総合計画
（56，10）
ふくおか女性プラ
ン（1．3）
ふくおか男女共同
参画プラン（7．3）
北九州市
さわやか北九州プ
ラン（60．3）
北九州市女性プラ
ン（2．3）
　本表は総理府男女共同参画室「都道府県及び指定都市における婦人に関する施策の進捗状況」「都道府県及び
指定都市における女性に関する施策の進捗状況」，「都道府県及び指定都市における男女共同参画社会の形成又は
女性に関する施策の進捗状況」，および都道府県指定都市の行動計画などを参考に作成
し，実施結果について報告を受ける仕組みになっている。
　行動計画の実施に関するフォローアップをしていない自治体が平成9年度
の調査で11，平成10年度調査で9（山形県，長野県，三重県，鳥取県，岡
山県，大分県，鹿児島県，千葉市，北九州市）ある。フォローアップの内容
について総理府の質問票は明示していない。鳥取県からの科研費調査の回答
の中に，「進捗管理はしているが，他部局の財源措置は不可能」という記入
があった。従って，鳥取県のようはケースが他にもあると思われるので，一
概に決め付けることはできないが，一般的に，フォローアップしない自治体
は，お題目だけの行動計画を策定したということになる。
　フォローアップしない理由として，平成9年の科研費調査の段階では，人
手不足が最大の理由となっていた。一方，5っの自治体が今後フォローアッ
プを検討したいと答えた。
　また，フォローアップはするけれどもその結果を公表しないと回答した自
治体が11あり，そのうち2が今後公表を検討，2が一部公表，1が公表予定
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なしで，残りは回答がなかった。平成10年の総理府調査では3県が公表を
始めている。
5．知事，市長など首長の女性政策に対するコミットメント
　国の場合とは異なり，公選である自治体の首長の多くは，住民の要求やニー
ズに敏感である。女性は有権者の半分以上であり，さらに女性の投票率は男
性よりも高いため，女性にアピールするための政策を選挙で公約する首長が
多い。また，首長の協力を得て，女性政策を大幅に進展させた自治体も横浜・
北九州・福岡等かなり多い。そのため，科研費調査には，当該自治体の首長
選挙の際，女性政策の振興が選挙公約に入っていたか否かに関する質問も入
れた。その結果33道府県が，選挙公約に女性政策の振興を入れていたとい
う回答があった。その内容としては，「女性センターの設立」，「女性を副知
事に任命」，「女性国際会議の開催」，「女性室の設置」などである。また，首
長の女性政策に対する関心を持たせたり，コミットしてもらうためには，前
述のように首長が庁内会議の議長・会長に就任するしくみを作ることも重要
である。
　更に女性問題を理解しコミットしている首長の決定した内容が，首長が代っ
た時に反古にならないように，条例，規則等で，できるだけ成文化しておく
必要がある。
6．当該自治体職員に対する女性問題に対する研修の実施
　女性行政は女性行政担当主管課が実施するだけではなく，当該自治体が行
う事業全体がジェンダーに基づく差別をなくすことが最終目標である・その
ために，他部局の職員を対象とした女性問題に関する研修並びにジェンダー
トレーニングをする必要がある。平成9年度の総理府調査では，28都道府
県が実施（59．6％）（19）していると回答した。また，指定都市については，す
べてが実施していると回答している。
　しかし，その内容は様々で，「新規採用，同和教育推進者，階層別研修
（係長，課長等）に女性問題のコマ，憲法月間，人権月間に職場研修のテー
マとする」という京都市，「各局で年間合計89回実施」と回答している東京
都，「新任，係長，課長補佐，出先課長補佐，管理者の研修に入れている」
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という静岡県などのような充実した例と女性職員だけを対象としたり，年1
回の講演会だけを行うだけだと回答している自治体もある。
　なお，平成9年度の総理府調査では，東北地方の県ではいずれも女性問題
に関する職員研修をしていないと回答しているが，平成10年度の調査では
岩手県，福島県が平成9年度より開始と回答している。その他，奈良県およ
び大分県が平成9年度から研修を開始している。従って，平成10年度の調
査では研修を行っていない都道府県は11に減り，実施率は76％に上がった
と言うことになる。
　実際に自治体職員の意識を変えていくためには構造化したジェンダー研修
が必要であり，そのためには自治体職員を対象とした充実したプログラムが
開発されなければならない。グループ「みこし」が女性問題職員研修プログ
ラム開発で作成した研修シートはその緒であろうし，国立婦人教育会館が編
集した「女性学教育・学習ハンドブック』の内容もプログラム開発のために
大いに参考になると思われる。
7．女性政策を進める上の障害
　科研費調査では女性政策を進める上の障害をたずねた。次のような6っの
障害要因の中から3っまで選ぶことを可能とする設問である。
　　a．代々の知事が女性問題の解決に関心がない
　　b．庁内の理解が得られにくい
　　c．女性団体・グループの運動が活発でない
　　d．県民の意識
　　e．女性政策担当者が2～3年で移動になるため専門化し難い
　　f．予算不足
　結果として，bとdが最も多い障害としてあげられ（19），　fがそれに続
き（18），e（13），　c（6）の順番になった。　aを選んだのは一県だけであった。
8．他との連携・協力
　女性政策の目的はジェンダーに基づく差別のない社会創りを促進すること
である・そのため，様々な機関・団体・個人とのネットワーク・連携は不可
欠である。
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主な連携協力の対象としては次の4っのカテゴリーが考えられる。
　a．庁内他部局の職員
　b．女性団体・グループ
　c．議員，特に女性議員
　d．市町村
　ア．　庁内他部局の職員との連携・協力
　制度的には庁内推進会議にすべての部局が参加することにより，連携・協
力は促進されるはずである。また，インフォーマルにはジェンダーに基づく
差別のない行政に関心がある女性職員とのネットワークが効果的である。そ
のためにも，女性管理職の増加が望ましい。しかし，都道府県指定都市にお
ける女性管理職の登用は国に比べれば進んでいるが，全体の女性職員の割合
には遠く及ばない。平成8年4月現在で部局長クラスに女性職員のいる都道
府県指定都市は20に過ぎかったが，平成9年4月現在で24に増加した。一
方で次長クラスで2県減少している。女性職員を登用するための特別の措置
を取っているのは16都県となっている。平成10年4月現在で本庁における
女性管理職の割合が最も少ないのは秋田県で，宮城県，広島県がそれに続い
ている。指定都市では千葉市が最も低く，名古屋市がそれに続いている。
　この10年間，女性の上級職採用が増加しているので，あと数年もすれば，
自治体における女性管理職の割合がかなり増すことも予測される。問題は女
性だから必ずジェンダーに基づく差別のない社会創設に共鳴し，協力すると
いうことは有り得ない。むしろ，ジェンダーの問題に理解のある男性職員の
方が協力的であるというケースも結構見られるので，女性職員・管理職の増
加がジェンダーに基づく差別のない社会に直接結びっくと結論することは難
しい。
　イ．女性議員との連携
　科研費調査では，女性県会議員のいない10県以外の37都道府県に，女性
議員との連携に関して質問し，23県が連携しているという回答を寄せた。
議会における女性政策・女性行政を支援する適切な質問を含め，議員の女性
行政に対する理解ある支援・協力は女性政策の振興に深く貢献する。例えば，
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全国に先駆けて男女共同参画推進条例の制定を検討している埼玉県の場合，
県議会で議員が男女共同参画条例の策定に関する質問をしたことに対して，
知事が前向きに検討すると回答したことに端を発している（2°）。議員と直接連
帯することが難しい場合には，女性団体やグループを介在して女性議員と連
帯するという方法も考えられよう。女性議員が特定の野党に偏っているため，
連携が難しいという声も聞かれるが，女性政策に関しては超党派の女性議員
で支援するという原則を貫くことが肝要であろう。また，一部女性議員があ
まりにも先に進みすぎて，その他の議員とのジェンダー・女性問題に関する
知識の上で大きなギャップを生じている場合，女性政策窓口もバランスのと
り方が難しいということも耳にする。しかし，いずれにしても，女性政策に
関心を持ちコミットできる（可能ならば無党派）議員を増やすことが女性政
策の推進上極めて重要である。
　ウ．　市町村との連携
　ジェンダーに基づく差別のない社会を創るためには，市町村の女性行政と
の連携が欠かせない。平成9年度の総理府調査結果によると，ほとんどの都
道府県で市町村女性行政担当者・課長会議を，年1回は開催している。神奈
川県では連絡会を年3回，担当者会議を年2回，ジェンダーの視点からのメ
ディアチェックをテーマとする研究会を年5回実施している。市町村女性行
政担当職員を対象にした女性学研修を行っている佐賀県では，出張セミナー
も行っている。北海道では，14支庁女性行政担当係を設置するほか，男女
共同参画推進員を通じ連携を図っていると回答している。また，市町村事業
に対する共催，情報提供だけではなく，補助金を出している県も多い。
9．明らかにされたこと
　東北地方，日本海側，巾国・四国地方，福岡県・沖縄県以外の九州地方が，
女性政策総体を見た場合，その他の地域に比べて，多少例外はあるものの全
体的に停滞気味であるいうことができる。これらの地域に残存する封建的風
土に加えて，日本の行政における横並び意識が，停滞を生じた要因の一つで
あるかもしれない。しかし，首都圏でもその他の地域の県とさしたる違いが
見られない県もある。また，同一一の県内でも市町村によってかなり違いが出
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てきている。女性政策の振興には，首長の姿勢，女性政策担当者および女性
議員の熱意，女性団体やグループの活動，婦人教育や自主グループによる学
習の蓄積などが，総合的に微妙に作用しているようである。
皿．今後の研究課題
平成9年度の成果をベースに第2年次は次のような研究を進めている。
1．女性政策と女性の地位との相関関係による自治体の類型化および
　事例研究
　地方自治体を類型化し（a．女性政策が進展し，男性に対する女性の相対
的地位も高い自治体，b．女性政策も，男性に対する女性の相対的地位も低
い農山村が多い自治体，c．女性政策は進んでおり，女性の相対的地位も高
いが，労働力率の低い大都市近郊，d．女性政策の進展はさほどではないが，
女性の社会的地位，労働力率の高い地域等）類型毎に事例研究をすすめ，最
も影響力の強い要素を確定し，指標候補とする。そのため，質問票調査およ
び専門家に対するインタビューを行う。
2．制度及び行動計画策定・評価のための住民参画に関わる事例調査
　モデル的な女性政策関連機構を設置している自治体の事例研究を進める。
特に現在いくっかの自治体では男女共同参画条例案の検討を始めており，条
例の内容，制定に至るプロセスへの住民参画の度合い，女性議員との連携等
に注目したい（21）。また，行動計画の内容の分析および制定，評価のプロセス
における住民参加のあり方についても調査を進めたい。なお，総理府の男女
共同参画基本法（仮称）論点整理では，5個所合計6回の意見交換会しか行っ
ていないが，フィリピンのダバオ市は，平成8年の女性条例制定に当たって，
すべてのバランガイ（行政の最末端組織）で公聴会をしている。
3．職員に対するジェンダー研修
　ジェンダーに基づく差別のない社会創り政策を進める上で，自治体職員の
意識変革が重要な鍵である。そのため，効果的なジェンダー研修を行ってい
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る自治体の研修事例およびその評価に関する情報を収集・分析し，あるべき
ジェンダー研修プログラムの提言に結び付けたい。一部自治体には，国より
充実したジェンダー研修を提供しているという実態があり，今後の進展が期
待できる。そのためには研修担当部局の職員がジェンダー研修の重要性を認
識することが先決であろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）橋本ヒロ子「アジア太平洋地域における女性の地位向上のためのナショナル
　　マシーナリーの現状と課題」「女性学』vo1。4（1996．12），　pp．83－112
（2）　現在改正作業中の地方自治法では地方自治体が行う事務の内容を明示しない
　　ことになっているようである。
（3）　都道府県及び指定都市における男女共同参画社会の形成または女性に関する
　　施策の推進状況平成10年7月総理府男女共同参画室p．400
（4）列国議会連盟（Inter－Parliamentary　Union）では，各国の国会（日本では
　　衆議院）における女性議員の割合を比較しランク付けしてインターネット
　　（http：／／www．ipu．org／wmn－e／classif．htm）で毎月更新したデータを発表し
　　ている。日本は124位で，G7のいずれよりも，またアジアの韓国以外の主要
　　国よりも低い。
　　　さらに，国連開発計画が平成7年以降算出し，人間開発報告書に掲載してい
　　るジェンダーエンパワーメント尺度（Gender　Empowerment　Measure）で
　　は，日本政府が日本における男性に対する女性の賃金の割合をILOに提出し
　　ていないため，国際的な平均値75％を使っていても34位（平成10年）で，
　　中国より劣り，フィリピンより1位だけ上である。しかし，他国のように，実
　　際の数字50．2（毎月賃金統計）または62．8％（賃金構造基本統計調査）を使う
　　と，この順位は大幅に下がる筈である。
（5）西山千恵子「女性政策とジェンダー」「かながわ女性ジャーナル』Vol．13，
　　pp．30－44及び
　　　橋本ヒロ子「行革と女性政策」『女性教養」平成10年1月号，pp．2－5
（6）　グループみこし女性政策チーム，女性問題職員研修チーム「女性政策「指
　　標」研究助成問題職員研修プログラム開発報告書」おおさか市町村職員研修研
　　究センター広域研究活動支i援事業，1996
（7）参考にできたのは昭和52年度の報告書からである。なお，平成4年度まで
　　は「都道府県及び指定都市の婦人に関する施策の推進状況」，平成5年度から
　　平成8年度までは「都道府県及び指定都市の女性に関する施策の推進状況」と
　　なっており，現在の調査結果に変わったのは平成10年度からである。
（8）　『都道府県及び指定都市における婦人に関する施策の推進状況』昭和52年
　　10月内閣総理大臣官房，昭和52年，p．58
（9）　　ibid．　p．1
（10）　堀内光子「自治体と女性政策の展開」「男女共同参画社会の創造』金平輝子
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　　編ぎょうせい，平成5年，pp．91－109
（11）　Plαtf（）rm／cor　A　ction　and　the　Beijin9　Declaration，　H－1　Para．203
（12）荻野澄子「自治体における女性関係行政の推進体制づくり」『男女共同参画
　　社会の創造』金平輝子編，ぎょうせい，平成5年，pp．190－206
（13）堀内光子ibid．　p．104
（14）　平成10年6月12日付で公布された「中央省庁等改革基本法」第12条第3
　　項別表第一の「男女共同参画審議会」の第三番目の任務
（15）　「都道府県及び指定都市における婦人に関する施策の推進状況」昭和52年
　　10月　内閣総理大臣官房，昭和52年，p．56
（16）　平成10年度に聞き取り調査の予定
（17）　「都道府県及び指定都市における婦人に関する施策の推進状況」昭和52年
　　P．58
（18）　都道府県指定都市ではないが，埼玉県新座市では市民のための行動計画も策
　　定している。「新座それいゆアクション・プログラム：家庭に・職場に・地域に」
　　平成9年8月
（19）平成6年に那覇市で開催された女性問題全国都市会議資料には平成5年度に
　　おける69市の女性問題研修実施状況が挙げられている。それによると，69．6
　　％が職員研修に女性問題研修を入れている。
（20）橋本ヒロ子「男女平等推進のための条例制定」AFAR（全国フェミニスト
　　議員連盟）ニュースレター23号pp．3－4
（21）平成9年，埼玉県は男女共同参画推進条例（仮称）の策定を自治体では始め
　　て決定した。1999年度中に同条例案を県議会提出予定で作業を進めており，
　　筆者も条例検討委員会に委員として関わっている。その他，平成10年には東
　　京都，横浜市が策定を決定し，関西でも検討を始めた自治体がある。東京，埼
　　玉，神奈川，千葉の女性行政に関わっている市民を中心に平成9年12月「首
　　都圏男女平等条例市民ネットワーク」が，平成10年6月には関西で，女性政
　　策担当者，女性議員を主なメンバーとする同様なネットワークが発足した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1998年9月19日受理）
Formulation　of　Indicators　to　Evaluate　Gender　Responsive
　Policies　at　Local　Governments　in　Japan：First　Report
Hiroko　Hashimoto
　　　　　　　　　　　　　　　　Abstract
　　This　paper　is　the　first　report　of　the　three　year　Grant－in－Aids　re－
search　funded　by　the　Ministry　of　Education　on　gender　responsive
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policies（GRP）at　local　Governments　in　Japan．　The　following　institu－
tional　features　of　GRP　at　47　prefectures　and　12　specially　designated　cit－
ies　by　the　Government　were　investigated：
　　　Mandates；Committees　on　gender　responsive　policies　chaired　by　the
Chief　executive　officers　such　as　Governors／Mayors　or　other　designated
persons；officers　in　charge　of　GRP；budgets；the　terms　of　references　of
GRP　offices；Citizen’s　involvement　in　the　formulation　and　the　follow－up
of　plans　of　actions　for　the　advancement　of　women　at　the　respective　local
governments；collaboration　with　female　politicians，　gender　training　pro－
grammes　for　local　government　officers；factors　to　hinder　GRP　promo－
tion．
　　　Although　some　negative　features　in　GRP　in　the　local　governments
have　emerged（such　as　continuously　decreased　budget　for　GRP　for　the
last　several　years　and　merging　local　GRP　offices　into　another　section　on
general　issues　mainly　due　to　the　decreased　revenue　at　the　local　govern－
ments），　the　overall　situation　of　GRP　at　local　governments　has　made
more　significant　achievements　than　that　of　the　national　Government　in
Japan．　Nevertheless，　persistent　serious　problems　have　been　found　in
promoting　GRP　at　rural　areas　and　some　towns　at　the　suburb　of　mega－
cities．
　　　　The　political　will　of　the　chiefs　of　the　executive　offices　of　local　gov－
ernments　who　are　directly　elected　unlike　their　national　counterparts　has
played　an　essential　role　in　promoting　GRP　as　well　as　the　degree　of
women’s　movement　and　commitment　of　officers　in　charge　of　GRP．
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